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科               目 金               額 科               目 金               額

（ 資  産  の  部 ） 円 （ 負  債  の  部 ） 円

  流    動   資   産 630,183,210   流    動    負    債 315,089,671 

現 金 及 び 預 金 426,853,455 未 払 金 91,575,502 

貯 蔵 品 1,080 未 払 費 用 23,246,241 

前 払 費 用 2,528,203 未 払 消 費 税 244,100 

仮 払 金 777 未 払 法 人 税 124,400 

未 収 入 金 200,799,695 預 り 金 44,821,058 

賞 与 引 当 金 155,078,370 

  固    定    負    債 296,405,888 

退 職 給 付 引 当 金 296,405,888 

611,495,559 

18,687,651 

10,000,000 

8,687,651 

その他利益剰余金 8,687,651 

繰越利益剰余金 8,687,651 

18,687,651 

資    産    合    計 630,183,210 630,183,210 負 債 ・純 資 産 合 計

純　資　産　合　計

負    債    合    計

（ 純　資　産　の　部 ）

 株　　主　　資　　本

利 益 剰 余 金

資 本 金

  貸        借        対        照       表

  （２０２０ 年 １２ 月 ３１ 日 現 在）
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金                         額

     営   業   収   益

18,000,000 18,000,000

15,629,701 15,629,701

営         業         利         益 2,370,299

     営   業   外   収   益

2,522

87 2,609

経         常         利         益 2,372,908

2,372,908

836,425 836,425

1,536,483当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

     営   業   費   用

販売費及び一般管理費

雑 収 入

科                    目

業 務 受 託 手 数 料

受 取 利 息

損       益       計       算       書

２０２０ 年 　１ 月 　１ 日 か ら
２０２０ 年 １２ 月 ３１ 日 ま で

円　 円　
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利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益
剰 余 金

円 円 円 円 円 円 

2020年１月１日残高 10,000,000 -              -              7,151,168 17,151,168 17,151,168 

当期変動額

　当期純利益 -              -              -              1,536,483 1,536,483 1,536,483 

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）

-              -              -              -              -              -              

当期変動額合計 -              -              -              1,536,483 1,536,483 1,536,483 

2020年12月31日残高 10,000,000 -              -              8,687,651 18,687,651 18,687,651 

純資産合計
株主資本

合　　　計

株主資本

資本金
資本準備金

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

２０２０ 年 　１ 月 　１ 日 か ら
２０２０ 年 １２ 月 ３１ 日 ま で

その他資本剰余金

資本剰余金
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【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．引当金の計上基準 

    賞 与 引 当 金 ······· 従業員の賞与に充てるため、支給見込額のうち当事業年度の負担

すべき金額を計上しております。 

   退 職 給 付 引 当 金 ········ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務の見込額に基づき計上しております。退職給付債務の算定に

あたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっています。数理計算上の

差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を発生

の翌事業年度から費用処理しています 。 

 

２．消費税等の処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

  

【貸借対照表に関する注記】 

関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権      178,749,526円 

短期金銭債務             2,258,453円 

 

【損益計算書に関する注記】 

関係会社との取引高 

  営業取引による取引高 

  営業収益         18,000,000円 

  営業費用          4,920,000円 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

１．当事業年度の末日における発行済株式の数  30,000株 

 

２．当社が保有する自己株式はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個 別 注 記 表 
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【金融商品に関する注記】 

１．金融商品の状況に関する事項 

当社は楽天カード株式会社と締結している業務受託契約に基づき、子会社業務に関するモニタリン

グ業務をしているため、当該業務に関わる現金及び預金を保有しております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項  

2020年 12月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

 円 円 円 

(1)現金及び預金 426,853,455 426,853,455 － 

(2)未収入金 200,799,695 200,799,695 － 

資産計 627,653,150 627,653,150 － 

(3)未払金 91,575,502 91,575,502 － 

(4)預り金 44,821,058 44,821,058 － 

負債計 136,396,560  136,396,560  － 

 

(1)金融商品の時価の算定方法に関する事項 

①現金及び預金 

      現金及び預金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額 

によっております。 

 

②未収入金 

      未収入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額 

によっております。 

 

③未払金 

未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に 

よっております。 

 

④預り金 

      預り金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に 

よっております。 
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【関連当事者との取引に関する注記】 

１．親会社及び法人主要株主等 

属性 
会社等 
の名称 

議決権等の所有 
(被所有)割合 

関連当事者 
との関係 

取引の 
内容 

取引金額 
円 

科 目 
期末残高 

円 

親会社 
楽天ｶｰﾄﾞ

㈱ 

被所有 

直接 100％ 

子会社管理

業務の受託  

業務受託

手数料 

 
18,000,000
(*1) (*2) 

- - 

支払 

手数料 

4,920,000 
(*1) (*2) 

未払金 
451,000 

 (*2) 

(取引条件及び取引条件の決定方法) 

(注)(*1) 子会社モニタリング業務の実績に基づき、楽天カード株式会社との協議の上決定しております。 

(*2) 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１．１株当たり純資産額 622円 92銭 

 

２．１株当たり当期純利益 51円 21銭 

 

【重要な後発事象に関する注記】 

該当事項はありません。 

 

【追加情報】 

  当年度から連結納税制度を適用しています。 

なお、「所得税法等の一部を改正する法律」(2020 年法律第８号)が 2020 年３月 27 日に国会で成立しま

したが、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」(実務

対応報告第 39号 2020 年３月 31 日)により「税効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第 28号 2018年２月 16日)第 44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び負債の額については、

改正前の税法の規定に基づいています。 
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